
災害に備え防災力の向上を～令和６年３月議会一般質問

１月１日に発生した能登半島地震は想定を超える震災となり、今後の復興にも様々な困難

が想定される事態となりました。そしてこの災害を機に、改めて防災について考えられた方

々も多いと思います。近い時期に起こる可能性が高いとされる首都直下地震や相模トラフの

大地震などに備え、寒川町も確かな対策が必要です。小泉しゅうすけは３月議会にて防災対

策について、特に地震災害への備えについて多くの質問を行いました。

道路や下水道などインフラの確保
寒川町は全体的に平坦な地形のため、能登半島地震で発生したような道路の損壊による地域の

孤立は発生しにくいと思われます。ですが震災の際に道路や橋が使えなくなる事は、生活やその

後の復興の支障となります。また下水道の破損はトイレや炊事など、生活の上で重大な影響を与

えますが、寒川町内の下水道の耐震化率は現在、約２８％です。万が一の災害に備え、道路や下

水道など、町が管理するインフラの耐震性の向上を進めることを訴えました。

災害時の支援受け入れに備えた訓練を
災害の際には多くのボランティアや救援活動にあたる方々が支援に入ることとなります。町と

してもそうした支援を受け入れ支える体制が求められます。いざという時に備え、支援に入る様

々な方々と合同で、事前の訓練を繰り返し行っていくことを求めました。

想定される最大の地震に備えた備蓄を
寒川町の位置を考えると、想定される最大の地震は「大正型関東地震

（関東大震災と同等規模）」となり、町内では震度７の激震が予想されま

す。その際、避難者は最大で３万６３０人が想定されています。そうし

た事態に備えるためには町民による自助としての備えも大切ですが、外

出時や家屋の倒壊など様々な状況を想定し、町としても備蓄品の確保が

必要です。備蓄品の中でも特に下水道が使えない際の携帯トイレや、多

くの女性にとって必須の生理用品の備蓄を増やすことを訴えました。

被災者を確認し守るために
近年、災害の際には無理に避難所に行かずに、状況に応じて在宅避難、も

しくは安全な親せきや知人宅などを頼った分散避難なども検討することが呼

びかけられていますが、避難者の安否が掴みにくくなる恐れもあります。町

としては自主防災組織による確認や避難者に連絡を呼びかけるとしています

が、町のLINEアカウントを活用した安否確認の仕組み作りを提案しました。
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町民センターにて６月１日(土)１３時よりタウンミーティングを行います。小泉しゅうす

けからは議会や町政の動きなどの報告を、ご来場いただいた皆様からはご意見ご要望など頂

ければ幸いです。どなたでもご参加頂けます。参加費無料。ご来場をお待ちしております。

令和６年３月議会のご報告

寒川町議会では令和６年３月会議が２月２０日から３月２１日まで行われました。本会議

では４月からの令和６年度予算や副町長の選任、町の会計年度任用職員に勤勉手当を出すた

めの条例改正、消防団に機能別団員制度を設けるなどの条例改正、保険料の減額対象となる

所得基準を改め対象者を拡大する「国民健康保険条例の一部改正」、さらに補正予算など、

計２５議案と２つの議員提出議案が審査され、全てが原案通りの採択となりました。

寒川町議会議員 小泉しゅうすけ
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202４年６月1日(土)13～15時
寒川町民センター 1F会議室

寒川男声合唱団 団員募集中です【広告】

寒川町で唯一の男性だけの合唱団です。南部公民館にて第１＆第３土曜日、
１３時半から楽しみながら練習しています。ぜひ皆さんも一緒に歌いましょう！

Web : https://samukawa-dansei.jimdofree.com/

家屋の耐震性の向上を
能登半島地震や平成２８年に発生した熊本地震では、本震では倒壊しなかったがダメージを負

った家屋が、余震の揺れによって倒壊したというケースが多く発生しました。この現象は旧耐震

基準の家屋だけではなく、新耐震基準でも平成１２年からの現行基準以前の

家屋においても発生し、被害を大きくしたことが明らかになってます。そこ

で平成１２年基準以前の家屋についても耐震性を高めること、そして余震被

害の危険性についても、町として周知など取り組むべきと訴えると共に、耐

震化工事には住宅リフォーム助成も活用できることを確認しました。


